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研究成果の概要（和文）：　本研究では，メッシュデータを用いて独自に区分した118の都市地域に関するデー
タの分析にもとづき，都市の持続的な発展を規定する要因を探索することを目的とした．そのために，都市の人
口動態，年齢別人口構成の推移，都市人口の増減と相関する変数の探索などの作業を行った．その結果，次のよ
うな知見が得られた．
　日本全国と同様，多くの都市で2005年以降自然減となるが，大都市圏近郊の都市では自然増がしばらく続き，
持続型の都市では減少の度合いが少ない．都市への人口移動の時期は就学時や就職時が多く，人口の増減と相関
する要因は2000年以前は製造業従業者数で，その後は運輸通信情報関連従業者数へと変化している．

研究成果の概要（英文）：    The purpose of this research is to explore what factors contribute to a 
sustainable development of a city. For this purpose, we made the data set composed of urban areas 
originally demarcated on the based of meshed data of population. The data set contains changes of 
population, foreigners, self-employed, and employees in each industrial sectors at the year of 1995,
 2000, 2005, and 2010. The analysis of correlations of these changes shows that the correlation 
pattern has shifted since 2000. While the changes of self-employed and employees of manufacturing 
are positively correlated to population changes of each urban areas from 1995 to 2000, the changes 
of foreigners and employees of information and transportation industries are positively correlated 
to the population changes after 2000. 
    We find a changes of industrial structure lying in a sustainable development of a city. It is 
important for each city to adapt itself to the shift of industrial environment.

研究分野：都市社会学，地域社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は，メッシュデータという行政区域とは独立の指標によって都市地域を画定することで，市区町村を単
位とした既存の統計データではとらえきれない都市の動態に迫ることができるという学術的意義を有している．
また，そのように都市を区分した上で，各都市の長期的な人口推移のパタンを分析することで，大都市圏への人
口の集中，大都市周辺の都市における人口の停滞，地方中核都市がそれなりに人口を維持していることを明らか
にすると同時に，人口の推移を規定する要因としての産業構造が，2000年以降，変化しているという事実を明ら
かにするという，今後の都市を考えるうえで，社会的に意義のある知見を得ることができた．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
われわれは本研究に先だって，メッシュデータにもとづいて，日本全国の都市地域を，2010
年の時点で，独自に画定した全国版mdbUR2010（meshed data based Urban Areas 2010）の
作成に取り組み，全国で 118の都市地域について，行政区画とは独立の領域設定に成功した．こ
うして独自に設定した都市地域を単位に，長期的ならびに中期的な人口の推移を分析すること
によって，継続的に人口を拡大している都市や，逆に縮小させている都市がある一方，比較的持
続的に人口を維持している都市が存在することを明らかにした．これらの「持続都市」には，地
方の中核都市が多く含まれており，地方中核都市を中心とした地方創生という当時の政策動向
との関連でも，興味深いものがあった． 
そこで，この「持続都市」を中心に，都市の持続的な成長に関連する要因を探索することが，
今後の人口減少社会に向けて，都市の将来を展望する上で，きわめて重要であると考えるに至っ
た． 
 
２．研究の目的 
 本研究は，都市の持続的な発展を可能にする諸要因を探索することを目的としている．上記の
通り，われわれは都市の実質的な範囲をメッシュデータによって画定することに成功している
ので，この都市地域を単位に，人口の増減が他のどのような社会経済的な要因と関連しているか
を探索するためのデータセットを比較的容易に作成することができる．そこで，本研究では，そ
のようなメッシュデータにもとづくデータセットの作成作業に着手し，各要因間の関連につい
て，探索していくことを目的とした． 
 
３．研究の方法 
 本研究では，すでに作成した 118 の都市地域のメッシュデータによる画定を基礎に，118 の都
市について，さまざまなデータを収集し，分析可能なデータセットの作成を試みた．国勢調査の
メッシュデータをもとに，世界測地系で入手可能な 1995 年，2000 年，2005 年，2010 年の 4 時
点での国勢調査データを，まずは都市ごとに整理する作業から着手した．そのうえでこれら 4時
点のデータをすべて結合し，さらに経年的な変化を分析するために，1995 年から 2000 年，2000
年から 2005 年，2005 年から 2010 年のそれぞれの変数の変化率を計算した．たとえば，人口の
増減率，外国人の増減率，自営業者の増減率，製造業就業者の増減率，等である．最終的には，
これらの増減率も含めたデータセットを作成し，各年度区間ごとでの諸変数の増減率の相関関
係を探索することで，人口の増減率と関連する要因を見いだし，都市の持続的な発展を可能にす
る要因を明らかにすることを試みた． 
 
４．研究成果 
 まず，人口の増減を分析する上での前提として，人口動態について確認した．自然増減，社会
増減を全国および各都市で確認した結果，2005 年以降，自然増から自然減へと転じ，人口減少
が始まっていることが確認された．また当然のことではあるが，拡大都市では社会増が続き，縮
小都市では社会減が継続している．次に，人口が転入する時期を確認するために1995年から2010
年まで 5年ごとに，5歳刻みの年齢別人口構成の推移を比較することで，どの年齢層で都市への
転入と転出が多く見られるかを確認した．その結果，いずれの都市地域においても 5〜19 歳の就
学期と 20〜24 歳の就職期において，人口の転入ないし転出が多いことがわかった．つまり子ど
もの就学期に都市に転入，ないし都市から転出する世帯が多いと同時に，本人の就職時に転入，
ないし転出する場合が多いということである． 
 その他，都市類型ごとでの分析の結果，見いだされた興味深い知見としては，以下の点が挙げ
られる．ひとつは持続的に一定の人口水準を維持してきた「持続都市」においては，自然増減お
よび社会増減がいずれも均衡していることである．つまり，人口の転入や転出がけっしてないわ
けではなく，それらの数がほぼ釣り合っているというわけである．もうひとつは大都市圏周辺の
都市地域で，かつてはベッドタウンとして人口を増加させていたが，近年人口が停滞し始めた
「停滞転化都市」については，まだ自然増は維持されており，社会増が止まることで人口が停滞
してきたことが明らかになった．現在でも人口を拡大し続けている大都市圏においても，その外
側へと人口を押し出すほどの力を失いつつあることが，ここから読み取れる． 
 そのうえで，国勢調査のデータを中心に作成したデータセットを用いて，人口の増減率と相関
する変数を探索していった．当初は，人口を維持している「持続都市」を中心に分析を進める予
定であったが，残念ながら，「持続都市」の数そのものが少ないために，明確な相関関係を見い
だすことが困難であることが判明した．そこで，すべての類型を合算した都市地域全体で相関す
る変数を探索していくことにした．1995 年から 2000 年，2000 年から 2005 年，2005 年から 2010
年の 3 つの区間での増減率の相関を探索していった結果，2000 年を境に，相関する変数が変化



することが明らかになった．重回帰分析を用いて独立に関連する変数を確認した結果，次のよう
なそれぞれ異なった要因が見いだされた．まず，1995 年から 2000 年の期間に各都市地域の人口
の増減率と独立に相関した変数としては，外国人人口の増減率が負の相関を示し，自営業者・製
造業就業者・公務就業者の増減率が正の相関を示していたのにたいして，2000年〜2005 年には，
外国人・自営業者・公務就業者の相関がなくなり，製造業に加えて建設業と運輸通信業就業者の
増減率との関連が見いだされるようになる．さらに，2005 年から 2010 年になると，製造業や建
設業の相関は見られなくなり，運輸通信・卸売小売・サービス業就業者の増減率が相関するよう
になる． 
 以上のような相関する要因の変化からは，都市人口を維持する要因が 2000 年を境に徐々に転
換してきていることが読み取れる．2000 年までは自営業・製造業・公務が人口を支え，外国人
人口は負の相関を示していたのにたいして，2000 年以降は，製造業・建設業から徐々に運輸通
信・サービス業へと人口を支える産業構造が変化している．よく指摘されるバルブ崩壊後の日本
経済の構造的な変化と対応するものではあるが，都市地域の人口を考えるうえでも，それらが大
きな影響を与えていることがわかる．少なくとも日本全国の都市地域を対象とした場合，そのよ
うな傾向が読み取れることは否定できない．しかしながら，該当する都市地域の数が少ないとい
う制約から，明確な関連は見いだせなかったが，比較的人口を維持している「持続都市」におい
ては，このような要因の推移はあまり明確には見られず，むしろ製造業・運輸通信・卸売小売・
サービス業などが万遍なく維持されており，特に人口の増減と関連するこれといった要因が見
いだせないという傾向があったことを指摘しておきたい．「持続都市」においては，むしろ違っ
た背景があるのかもしれない． 
 いずれにせよ，都市人口を支える要因に 2000 年代以降，構造的な変化が見られることが明ら
かとなったといえよう．今後は，同じ時期から人口減少社会に入った点も含めて，2010 年以降
の変化に注目する必要があるだろう． 
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